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意見書 

監査委員告示第 １ 号 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項及び東員町監査委

員条例第１１条第１項の規定により、令和３年度定期監査の結果を次のとおり

公表する。 

 

  令和４年 １月 ４日 

 

                東員町監査委員  近藤  貢 

 

 

                東員町監査委員  三宅 耕三 

 

 

１ 監査の期間 

   令和３年１１月 ２日 から 令和３年１１月１８日まで 

 

２ 監査の実施個所 

いなべ保育園・稲部幼稚園、みなみ保育園・三和幼稚園、しろやま保育

園・城山幼稚園、神田小学校、三和小学校、城山小学校、東員第一中学校、

総務課、政策課、財政課、税務課、町民課、環境防災課、保険年金課、地

域福祉課、子ども家庭課、健康長寿課、産業課、建設課、上下水道課、会

計課、教育総務課、学校教育課、社会教育課、議会事務局 

 

３ 監査の対象及び方法 

地方自治法第１９９条第４項の規定に基づき、町の財務に関する事務の

執行及び経営に係る事業の管理について、令和３年の上半期（令和３年４

月１日から令和３年９月３０日まで）における事務事業の執行状況につい

て監査を実施した。 

監査にあたっては、監査資料の事前提出及び追加資料を求め、書記によ

る予備調査も行いつつ実施した。 

また、幼稚園、保育園、小学校、中学校の監査については、隔年による

現地監査とし、３保育園・幼稚園、３小学校、１中学校を対象に、管理運

営及び営繕等について監査した。 



－2－ 

 

監査の対象となった財務に関する事務の執行については、各課、局等か

ら提出された資料及び提示のあった関係書類等に基づき証憑突合や質疑応

答を行い、事務の執行に関する監査を実施した。 

 

４ 監査の重点 

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が適正かつ効率的、

合理的に実施されているか。事務事業の執行が公正、計画的かつ法令・例

規等に準拠し、適正に行われているか。また、行政全般の運営、住民福祉

の増進に最小経費で最大の効果をあげるため、組織運営の合理化が図られ、

正確性・有効性が活かされているかなどについて監査を実施した。 

また、契約事務については締結状況の確認を行った。 

 

５ 監査結果に対する改善状況等の確認 

本定期監査結果に対する改善状況等の確認については、各部局等に報告

を求め、その改善状況の確認を行うとともに、引き続き令和３年度決算審

査及び令和４年度の定期監査で検証、確認することとする。 

 

６ 監査の結果 

監査の結果においては、財務に関する事務事業の執行については、全体

的に効果的、合理的に執行されており適正であると認められた。 

なお、監査時に見受けられた事務処理上の書類の不備及び軽微な事項に

ついては、その都度口頭で指摘し、改善・検討を要請したので記述を省略

する。 

 

（１）共通事項 

行政の事業は、法律、条例、規則といった法令はもとより、組織上の細

目や事務処理手続その他事務処理上必要な事項を定めた規程や行政内部

の一般的な準則を定めた要綱等（以下「例規等」という。）を根拠に実施

されることが大前提である。 

目まぐるしく変化する社会情勢に対応するため、例規等で定める範囲で

は現実の問題に対処できないような場合は、町の方針を明確にし、その

方針に沿って例規等を改正するなど、根拠を明確にした後、事業の実施

に務められたい。 

 

保育園や教育施設などにおける犯罪の増加に鑑み、施設・設備面の対策

だけでなく、職員の意識向上を含めた管理運営面での対応や、保護者や

関係機関などの連携が不可欠である。町全体が一丸となり、継続的に取
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組み、普段の努力を重ね、必要な対策を講じられたい。 

 

防犯カメラの設置は、犯罪の抑止力向上といった効果が期待できること

から、計画的な設置を検討されたい。 

 

（２）財政関係 

 新型コロナウイルス接種体制確保事業や新型コロナウイルス感染症対

応地方創生臨時交付金を活用した感染症対策事業などを補正計上したた

め、令和３年度一般会計予算は、９月末現在、歳入歳出それぞれ９，１７

０，４９７千円（うち繰越予算額２８２，５６５千円）となっている。ま

た、前年度同時期と比較して２，７７９，２９４千円の減額となっている。 

歳入予算総額に占める構成の主な割合については、町税３７．７％、地

方交付税１５．８％、国庫支出金１２．２％、地方債１４．５％となって

いる。 

歳出予算では、性質別に分けると義務的経費（人件費、公債費及び扶助

費）４５．７％、投資的経費１０．２％、その他の経費４４．１％で、歳

出予算総額に対する執行率は３７．９％となっている。 

 

（３）所管事務の執行状況及び意見 

   ・総務課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      特になし 

 

   ・政策課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      地域コミュニティ応援プロジェクトチームが新たに設立とともに、

地域の様々な団体などとの連携を検討されたい。 

 

   ・財政課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      基金運用について、運用金額等の適正化など熟考されたい。 
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   ・税務課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      特になし 

 

   ・町民課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      特になし 

      

   ・環境防災課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      特になし 

       

   ・保険年金課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      特になし 

 

   ・地域福祉課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      特になし 

 

   ・子ども家庭課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

   特になし 
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   ・健康長寿課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      特になし 

 

・産業課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      地域産業の活性化や農業を核としたまちづくりのため、新産業創

造推進事業（大豆の６次産業化）をより一層推進されたい。 

 

   ・建設課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      空き家対策について、継続的に取組み、より一層対策を講じられ

たい。 

 

   ・上下水道課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      特になし 

 

   ・教育総務課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      特になし 

 

   ・学校教育課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      特になし 
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   ・社会教育課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      特になし 

 

   ・会計課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      特になし 

 

   ・議会事務局 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      特になし 

 

   ・幼稚園、保育園、小学校、中学校 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      今後も園児・児童・生徒が健全な園・学校生活を送ることができ

るよう関係機関と連携を密にし教育環境づくりに努められたい。 

 


